
秋田労働局や県内各
労働基準監督署に寄
せられた「ハーネス
型墜落制止用器具」
に関する質問をまと
めました。

これを見れば、ハー
ネス型墜落制止用器
具の使い方が、すぐ
わかるぜ！
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Q1：新規格と旧規格のハーネス型墜落制止用器具の見分け方
（旧規格タイプの例）

• ラベルには「安全帯の規格」適合品と表示。
• 製造年月：バックルに記載と表示。

• 製造年月が、西暦2019年（平成31年）2月
以前の刻印が打刻されています

• 写真は2017年7月を意味する「’17-07」と打
刻されています。

• ショックアブソーバには、表示ラベル等の貼付
無し。

• フックには「1本つり専用」と打刻あり。

• バックルには製造年月である「’17-07」と打刻
あり。



Q1：新規格と旧規格のハーネス型墜落制止用器具の見分け方
（新規格タイプの例）

ラベルには、以下の内容が記載されています。
• 墜落制止用器具の規格 適合品
• 種類：フルハーフ型
• 使用可能質量（体重+装備品）130㎏以下
• 製造年月：バックルに記載

• 製造年月が、西暦2019年（平成31年）2月以降
の刻印が打刻されています

• 写真は2019年2月製造を意味する「製19-02」
と打刻されています。

• バックルには製造年月である「’19-02」と打
刻あり。

ラベルには、以下の内容が記載されてます。
• 墜落制止用器具の規格 適合品
• 種類：フルハーフ型
• 種別：第一種（4kN）
• 使用可能質量100㎏以下
• 最大自由落下距離：2.3ｍ
• 落下距離：4.4ｍ
• 製造年月：フック又はバックルに表示

 新規格において、墜落制止用
器具の種類や製造者名、ショッ
クアブソーバの種別等の表示が
義務化されております。



旧規格タイプの安全帯は
① ラベルに「安全帯の規格」適合品と

記載されております。
② ショックアブソーバには、ラベルや

表示がありません。
③ 旧規格の目安として、製造年月が

2019年（平成31年）2月以前製造の
物は旧規格品になります。

新規格タイプの墜落制止用器具は
① ラベルに、「墜落制止用器具の規

格」適合品と記載されております。
② 併せてラベルには、墜落制止用器具

の種類・製造者名・製造年月の記載
が義務付けられております。

③ ショックアブソーバには、種別・自
由落下距離・体重と装備品の合計
値・落下距離の記載が義務付けられ
ております。

④ 新規格の目安として、製造年月が
2019年（平成31年）2月以降製造の
物は新規格品になります。ただし、
旧規格に基づく製造が令和元年7月
31日まで認められているため、詳細
は製造メーカーや販売店に確認が必
要です。

Ｑ1：新規格と旧規格のハーネス型墜落制止用器具の違い
（旧規格と新規格の比較）

表示ラベ
ルを見れ
ばわかる
んだ



ハーネス型墜落制止用器具のラベル表示例
ショックアブソーバのラベル表示例
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Q2：ハーネス型墜落制止用器具のショックアブソーバに
「1種」と「2種」があるけど、どっちを使えばいいの？

 ショックアブソーバには「1種」と「2種」があり、1種はフックの掛ける場
所が腰より高い位置のみ使用できるタイプで、2種はフックの掛ける位置は足
元でも腰高位置でも、使用できるタイプとなっております。

 一見、2種のほうが、どのような状況でも使用できるため使いやすそうに見
えますが、足元にフックを掛けて作業した場合、ランヤードが引きずられ損傷
しやすくなることや、ショックアブソーバの大きさが2種は大きくなること、
また、墜落時の落下距離を最小限にすることを考慮すると、1種タイプの使用
を推奨します。

 墜落制止用器具の販売店においても1種タイプの販売を推奨しており、1種を
購入するケースがほとんどであるといわれております。



Q3：今まで使用している安全帯は使えないの？

 2022年（令和4年）1月1日までは、現在使用している「胴ベル
ト型墜落制止用器具（安全帯）」は猶予措置として、作業する
高さに関係なく、使用できます。→終了

 2022年（令和4年）1月1日の猶予期間を経過しても、高さ6.75
ｍ以下の場所では「胴ベルト型墜落制止用器具」は使用できま
す。（「安全帯」は使用不可）

 2022年（令和4年）1月1日までは、猶予期間として、旧規格に
基づく「胴ベルト型墜落制止用器具（安全帯）」を販売するこ
とが出来ます。→終了

 ガイドラインでは、一般的な建設現場内の高さ5ｍを超える場
所での作業や、高さ2ｍ以上の柱上作業等の場合はハーネス型墜
落制止用器具を使用するよう示しております。

胴ベルト型
墜落制止用器具

フルハーネス型
墜落制止用器具

※ なお、猶予期間（ 2022年（令和4年）1月1日）以降において、
高さ6.75ｍを超える場所で作業する場合は、ハーネス型墜落制止
用器具しか使用できません。



Q4：高さ6.75ｍ以上の場所ではフルハーネス型墜落制止用器具を使用
しないと違反なの？

 なお、右図のように、法律で規制さ
れている内容と、ガイドラインで示し
ている内容が分かれておりますので、
作業する場合の参考にして下さい。

高さ2ｍ

高さ6.75ｍ

Ｇ.Ｌ

法律

高さ2ｍ～6.75ｍ
胴ベルト・フルハーネス

どちらも使用可

高さ6.75ｍ～
フルハーネス
のみ使用可

高さ5ｍ

ガイドライン

高さ5ｍ～
フルハーネス
使用推奨

高さ2ｍ～
フルハーネス
使用推奨

建設現場 柱上等作業

↑高さ2ｍ～5ｍ
胴ベルト・フルハーネス

どちらも使用可

 作業床の設置が困難な場所での作業や、端部、開口部に囲い、手すり等の設置が困難な作業床での作業
を行う場合で、高さ6.75mを超える場所ではフルハーネス型墜落制止用器具の使用が必須となります。



Q5：フルハーネス型墜落制止用器具は胴ベルト無しタイプでも使用出
来ますか？

 フルハーネス型墜落制止用器具には写真のように胴ベルト無しタイプと、胴ベ
ルト付きタイプがあります。

 「墜落制止用器具の規格」に基づいて製造された製品であれば、どちらでも使
用可能です。

 胴ベルト無しタイプを使用する場合は、個人ごとに使用している腰袋（工具
袋）を着用することが出来るので、作業者の方は、胴ベルト無しタイプを使用す
ることが多いと思われます。

（胴ベルト付きタイプ） （胴ベルト無しタイプ）



Q6：胴ベルト型墜落制止用器具のランヤードにショックアブソーバ
は必須ですか？

 胴ベルト型墜落制止用器具のランヤードにショックアブソーバの取り付けは必
須ではありませんが、墜落制止用器具の規格に適合した製品を使用する必要があ
ります。

 写真のように、ショックアブソーバを取り付けたタイプや、巻き取りリール式
のものがあり、上記の規格に適合していれば、どちらも使用可能です。

（ショックアブソーバ付きタイプ） （巻き取りリール式タイプ）



Q7-1：フルハーネス型を着用する人は、全員特別教育の受講が必要ですか？

 特別教育が義務付けられている作業条件は以下の内容に限定されます。
①高さ2ｍ以上の箇所であって作業床を設けることが困難な場所。
②フルハーネス型墜落制止用器具を使用する作業。

 法令上の特別教育受講の「義務有」と「義務なし」を下図で表します。

作業床の設置が困難な場所での作業 作業床のある場所での作業

作業場所の高さ

フルハーネス型を
使用

胴ベルト型を使用

端部、開口部に囲
い、手すり等の設
置が困難な作業床
での作業

端部、開口部に囲
い、手すり等の墜
落防止設備のある
作業床での作業

① 6.75m超 受講義務有

受講義務なし②
6.75m以下
2.00m以上

受講義務有 受講義務なし

③ 2.00m未満 受講義務なし 受講義務なし

赤点線内は、フルハーネス型着用の義務がある作業範囲



Q7-2：フルハーネス型を着用する人は、全員特別教育の受講が必要ですか？
「作業例をもとに、法令上の特別教育の受講義務の有無を図解します」

特別教育の受講義務がある作業とは？

労働安全衛生規則第36条1項41号
高さが二メートル以上の箇所であつて作業床を設けることが困難なところにお

いて、墜落制止用器具（令第十三条第三項第二十八号の墜落制止用器具をい
う。）のうちフルハーネス型のものを用いて行う作業に係る業務。

 次の資料から、具体的にどのような作業に特別教育が必要なのか、また、作業
する高さによって使用する墜落制止用器具の種類はどれになるのかを表します。

フルハーネスを使用
するからと言って、
全員特別教育を受け
る必要はないんだ‼

法令上、フルハー
ネス型の着用義務の
ある場所と、特別教
育の受講義務のある
場所は、同じじゃな
いんだよ。



墜落制止用器具の使用例 ①

№ １
「赤字」法令に基づく内容 下記イラストの場合に

使用する
墜落制止用器具は

☞ フルハーネス型

「青字」ガイドラインに基づく内容

作業の
具体例

鉄骨工事 ◎鉄骨造の建築物で、高さ10ｍの位置で鉄骨組み立て作業を行っている例。
※高さ6.75ｍを超える箇所を行き来する場合はフルハーネス型を使用すること。鉄骨梁上での作業

特別教育の該当有無 該当有り

6.75ｍ
超え

「フルハーネス型」

（法的に使用義務有）

5.0ｍ
以上

フルハーネス型or
胴ベルト型
どちらかで可

（ガイドラインではフル
ハーネス型の使用を推奨）

2.0m
以上

胴ベルト型可

（法的に使用義務有）

関係法律条文

• 労働安全衛生規則 第５１７条の５ ３号（建築物等の鉄骨の組立て等作業主任者の職務） 事業者は、建築物等の鉄骨の組立て等作業主任者に、
次の事項を行わせなければならない。 三 要求性能墜落制止用器具等及び保護帽の使用状況を監視すること。

• 労働安全衛生規則 第５１８条２項（作業床の設置等） 事業者は、前項の規定により作業床を設けることが困難なときは、防網を張り、労働者に
要求性能墜落制止用器具を使用させる等墜落による 労働者の危険を防止するための措置を講じなければならない。

↑
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墜落制止用器具の使用例 ②

№ ２
「赤字」法令に基づく内容 下記イラストの場合に

使用する
墜落制止用器具は

☞
フルハーネス型or

胴ベルト型
「青字」ガイドラインに基づく内容

作業の
具体例

木造家屋建築工事 ◎木造家屋建築現場において、高さ5.5ｍの梁上で建て方作業を行っている例。
※高さ6.75ｍを超える箇所を行き来する場合はフルハーネス型を使用すること。建て方作業

特別教育の該当有無 該当有り

6.75ｍ
超え

「フルハーネス型」

（法的に使用義務有）

5.0ｍ
以上

フルハーネス型or
胴ベルト型
どちらかで可

（ガイドラインではフル
ハーネス型の使用を推奨）

2.0m
以上

胴ベルト型可

（法的に使用義務有）

関係法律条文

• 労働安全衛生規則 第５１７条の１３ ３号（木造建築物の組み立て等作業主任者の職務）事業者は、木造建築物の組み立て等作業主任者に次の事
項を行わせなければならない。 三 要求性能墜落制止用器具等及び保護帽の使用状況を監視すること。

• 労働安全衛生規則 第５１８条２項（作業床の設置等） 事業者は、前項の規定により作業床を設けることが困難なときは、防網を張り、労働者に
要求性能墜落制止用器具を使用させる等墜落による 労働者の危険を防止するための措置を講じなければならない。
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墜落制止用器具の使用例 ③

№ ３
「赤字」法令に基づく内容 下記イラストの場合に

使用する
墜落制止用器具は

☞
フルハーネス型or

胴ベルト型
「青字」ガイドラインに基づく内容

作業の
具体例

屋根工事 ◎高さ6.5ｍの波板スレート屋根上で補修作業を行っている例。
※高さ6.75ｍを超える箇所を行き来する場合はフルハーネス型を使用すること。波板スレート屋根上の補修作業

特別教育の該当有無 該当無し

6.75ｍ
超え

「フルハーネス型」

（法的に使用義務有）

5.0ｍ
以上

フルハーネス型or
胴ベルト型
どちらかで可

（ガイドラインではフル
ハーネス型の使用を推奨）

2.0m
以上

胴ベルト型可

（法的に使用義務有）

関係法律条文
• 労働安全衛生規則 第５２４条（スレート等の屋根上の危険の防止）
• 事業者は、スレート、木毛板等の材料でふかれた屋根の上で作業を行なう場合において、踏み抜きにより労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、
幅が３０センチメートル以上の歩み板を設け、防網を張る等踏み抜きによる労働者の危険を防止するための措置を講じなければならない。
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墜落制止用器具の使用例 ④

№ ４
「赤字」法令に基づく内容 下記イラストの場合に

使用する
墜落制止用器具は

☞ 胴ベルト型

「青字」ガイドラインに基づく内容

作業の
具体例

仮設工事 ◎高さ3.4ｍの位置で、作業床が常にある手すり先行工法の枠組み足場を組み立てている例。
※高さ6.75ｍを超える箇所を行き来する場合はフルハーネス型を使用すること。枠組み足場の組み立て作業

特別教育の該当有無 該当無し

6.75ｍ
超え

「フルハーネス型」

（法的に使用義務有）

5.0ｍ
以上

フルハーネス型or
胴ベルト型
どちらかで可

（ガイドラインではフル
ハーネス型の使用を推奨）

2.0m
以上

胴ベルト型可

（法的に使用義務有）

関係法律条文

• 労働安全衛生規則 第５６４条１項４号ロ（足場の組立て等の作業）足場材の緊結、取り外し、受渡し等の作業にあつては、墜落による労働者の危
険を防止するため、次の措置を講ずること。要求性能墜落制止用器具を安全に取り付けるための設備等を設け、かつ、労働者に要求性能墜落制止用器
具を使用させる措置を講ずること。

• 労働安全衛生規則 第５６６条４号（足場の組立て等作業主任者の職務）事業者は、足場の組立て等作業主任者に、次の事項を行わせなければなら
ない。四 要求性能墜落制止用器具及び保護帽の使用状況を監視すること。

↑
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分
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業
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類



墜落制止用器具の使用例 ⑤

№ ５
「赤字」法令に基づく内容 下記イラストの場合に

使用する
墜落制止用器具は

☞ 法的に使用義務無し

「青字」ガイドラインに基づく内容

作業の
具体例

建設現場の管理業務 ◎墜落防止措置である手すり等を付け終えた足場上で、高さ8.5mの足場内にて作業開始前に
足場を点検している例。足場の点検作業

特別教育の該当有無 該当無し

6.75ｍ
超え

胴ベルト型可

（法的に使用義務無し）

5.0ｍ
以上

胴ベルト型可

（法的に使用義務無し）

2.0m
以上

胴ベルト型可

（法的に使用義務無し）

関係法律条文

• 労働安全衛生規則 第５６３条１項３号（作業床）墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのある箇所には、次に掲げる足場の種類に応じて、それ
ぞれ次に掲げる設備（丈夫な構造の設備であって、たわみが生ずるおそれがなく、かつ、著しい損傷、変形又は腐食がないものに限る。以下「足場用
墜落防止設備」という。）を設けること。

• わく組足場（妻面に係る部分を除く。ロにおいて同じ。）次のいずれかの設備 (1)交さ筋かい及び高さ15センチメートル以上40センチメートル以
下の桟若しくは高さ15センチメートル以上の幅木又はこれらと同等以上の機能を有する設備(2)手すりわく

↑

赤
枠
部
分
が
作
業
場
所
の
高
さ
に
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っ
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と
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る
墜
落
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止
用
器
具
の
種
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※ なお、仮設物の場合は、手すりや囲いが取り外されている場合があ
るため、現実的には墜落制止用器具の着用が必要と考えられます。



墜落制止用器具の使用例 ⑥

№ ６
「赤字」法令に基づく内容 下記イラストの場合に

使用する
墜落制止用器具は

☞ フルハーネス型

「青字」ガイドラインに基づく内容

作業の
具体例

外壁工事
◎高さ７ｍの単管抱き足場上にて、コーキング作業を行っている例。

コーキング作業

特別教育の該当有無 該当有り

6.75ｍ
超え

「フルハーネス型」

（法的に使用義務有）

5.0ｍ
以上

フルハーネス型or
胴ベルト型
どちらかで可

（ガイドラインではフル
ハーネス型の使用を推奨）

2.0m
以上

胴ベルト型可

（法的に使用義務有）

関係法律条文

• 労働安全衛生規則 第５６３条３項１号（作業床）
• 第１項第３号の規定は、作業の性質上足場用墜落防止設備を設けることが著しく困難な場合又は作業の必要上臨時に足場用墜落防止設備を取り外す場
合において、次の措置を講じたときは、適用しない。

• 要求性能墜落制止用器具を安全に取り付けるための設備等を設け、かつ、労働者に要求性能墜落制止用器具を使用させる措置又はこれと同等以上の効
果を有する措置。

↑

赤
枠
部
分
が
作
業
場
所
の
高
さ
に
よ
っ
て
必
要
と

な
る
墜
落
制
止
用
器
具
の
種
類



墜落制止用器具の使用例 ⑦

№ ７
「赤字」法令に基づく内容 下記イラストの場合に

使用する
墜落制止用器具は

☞
フルハーネス型or

胴ベルト型
「青字」ガイドラインに基づく内容

作業の
具体例

高所作業車 ◎高さ6ｍの位置で高所作業車のバケット内で作業している例。
※高さ6.75ｍを超える箇所を上下する場合はフルハーネス型を使用すること。高所作業車バケット内の作業

特別教育の該当有無 該当無し

6.75ｍ
超え

「フルハーネス型」

（法的に使用義務有）

5.0ｍ
以上

フルハーネス型or
胴ベルト型
どちらかで可

（ガイドラインではフル
ハーネス型の使用を推奨）

2.0m
以上

胴ベルト型可

（法的に使用義務有）

関係法律条文

• 労働安全衛生規則 第１９４条の２２（要求性能墜落制止用器具等の使用）
• 事業者は、高所作業車（作業床が接地面に対し垂直にのみ上昇し又は下降する構造のものを除く。）を用いて作業を行うときは、当該高所作業車の作
業床上の労働者に要求性能墜落制止用器具等を使用させなければならない。

• 前項の労働者は、要求性能墜落制止用器具等を使用しなければならない。

↑

赤
枠
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墜落制止用器具の使用例 ⑧

№ ８
「赤字」法令に基づく内容 下記イラストの場合に

使用する
墜落制止用器具は

☞

メインロープに
ロリップ＆
ライフライン

（胴ベルト型可）「青字」ガイドラインに基づく内容

作業の
具体例

ロープ高所作業
◎高さ2ｍ以上の法面において、ロープ高所作業にて石積み作業を行っている例。

護岸工事における石積作業

特別教育の該当有無
安衛則36条40号の特別

教育が必要

6.75ｍ
超え

メインロープに
ロリップ

＆
ライフライン

（フルハーネス型）

5.0ｍ
以上

メインロープに
ロリップ

＆
ライフライン

（胴ベルト型可）

2.0m
以上

メインロープに
ロリップ

＆
ライフライン

（胴ベルト型可）

関係法律条文
• 第五百三十九条の七（要求性能墜落制止用器具の使用）
• 事業者は、ロープ高所作業を行うときは、当該作業を行う労働者に要求性能墜落制止用器具を使用させなければならない。
• 前項の要求性能墜落制止用器具は、ライフラインに取り付けなければならない。

※当該作業は「ロープ高所作業」になるため、ハーネス型墜落制止用器具の特別教育で
はなく、「ロープ高所作業」の特別教育が必要となり、墜落防止措置はメインロープに
ロリップの取り付けと、ライフラインを取り付ける必要があります。

メインロープ ライフライン↑
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墜落制止用器具特別教育 受講省略条件フローチャート

学科科目 時間

1. 作業に関する知識 1時間

2. 墜落制止用器具に
関する知識

2時間

3. 労働災害の防止に
関する知識

1時間

4. 関係法令
0.5
時間

実技科目 時間

5. 墜落制止用器具の
使用方法

1.5
時間

6時間 5時間 5時間 4時間

0.5時間

3.省略 1.省略 1.3.省略

1.2.3.5.省略

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はいはい

はい

未経験ですか？

フルハーネス型を使用した
作業経験（注）は6か月以上ですか？

胴ベルト型を使用した
作業経験（注）は6か月以上ですか？

足場特別教育修了又は
ロープ高所作業特別教育修了

者ですか？

足場特別教育修了又は
ロープ高所作業特別教育修了

者ですか？

足場特別教育修了又はロープ高
所作業特別教育修了者ですか？

いいえ

1.5時間

1.2.5.省略フル講習

フル講習の時間割

（注）ここでいう作業経験とは、平成31年2月1日時点において「高さ2m以上の箇所で
あって作業床を設けることが困難な場所」での作業経験が6か月以上ある場合が該当し
ます。



厚生労働省のホームページ内には「墜落制止用器具に係る質疑応答集」の閲覧や
印刷が可能になっております。併せて、参考にして下さい。

質疑応答集のURL「https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/000406617.pdf」

この資料に関するお問い合わせ先
秋田労働局 健康安全課

℡018-862-6683 2022.8

https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/000406617.pdf

